
（ 乾燥設備）  

第７ 条 乾燥設備の構造は、 次に掲げる 基準によ ら なければなら ない。（ う ）（ か）（ け）（ せ）（ ひ） 

⑴ 乾燥物品が直接熱源と 接触し ない構造と する こ と 。（ け）  

⑵ 室内の温度が過度に上昇する おそれのある 乾燥設備にあつては、非常警報装置又は熱源の自

動停止装置を 設ける こ と 。（ け）  

⑶ 火粉が混入する おそれのある 燃焼排気によ り 直接可燃性の物品を 乾燥する も のにあつては、

乾燥室内に火粉を 飛散し ない構造と する こ と 。（ う ）（ け）  

２  前項に規定する も ののほか、 乾燥設備の位置、 構造及び管理の基準については、 第３ 条（ 第１

項第 1 1 号及び第 1 2 号を 除く 。） の規定を 準用する 。（ う ）（ か）（ け）（ せ）  

 

【 解説】  

 本条は、労働安全衛生規則第２ 編第４ 章第５ 節の乾燥室の規制対象と なら ない場所に設けら れる 乾

燥設備の位置、 構造及び管理の基準について規定し たも のである 。  

 乾燥設備は、 熱源によ り 乾燥物品の水分を 除去し 、 又は油脂、 樹脂等の固化を 促進さ せる ための設

備で、 自動車車体の塗装の乾燥用の大き いも のから 、 金属製の塗装部品、 薬品、 木工素材、 下駄、 繊

維、 染色品、 成型し た陶土等の小さ いも のの乾燥を 行う も のま で種々の大き さ の設備がある 。  

ま た、 熱源と し ては、 赤外線ラ ン プ、 ス チーム 等によ る 比較的複雑なも のから 炭火、 練炭等のご く

簡単なも のま で広く 使用さ れている （ 表７ －１ 参照）。  

 

表７ －１  乾燥設備の種類 

形 式 加熱方法 用 途 例 

固定式 

直接加熱 
塗装焼付き 乾燥、 水切り 乾燥、 油焼鋳型乾燥、 塗料顔料乾燥、 食品

乾燥、 ホ ーロ ー下地乾燥 

間接加熱 
高級焼付き 乾燥、 医療薬品、 容器の消毒滅菌、 燃焼生成物の影響を

避ける 乾燥 

熱風加熱 
粉末乾燥、 石鹸乾燥、 洗濯物乾燥、 木材乾燥、 引火し やすい揮発分

の多い塗装乾燥 

蒸気加熱 高級品乾燥、 引火し やすい揮発分の多い塗料乾燥 

通行式 

（ バン ド 型）  

（ ト ン ネル型） 

（ 気流型）  

（ 回転型）  

（ 真空式）  

直接加熱 
量産、 塗装焼付き 乾燥、 ブリ キ印刷乾燥、 印刷紙乾燥、 繊維幅出し

乾燥、 青写真乾燥、 ホ ーロ ー下地乾燥 

間接加熱 織布のド ラ ム 乾燥、 燃焼生成物の影響を 避ける 乾燥 

熱風加熱 繊維幅出し 乾燥、 石鹸乾燥、 紙乾燥 

赤外線加熱 
鋳型乾燥、 樹脂鋳型焼成、 塗装焼付き 乾燥、 ビ ニール艶出し 乾燥、

紙印刷物乾燥、 幅出し 乾燥、 水切り 乾燥、 糊付乾燥 

 



 

１  乾燥設備の建築物等及び可燃性物品から の離隔距離は、 表７ －２ によ る こ と 。  

  なお、 次表の「 上記に分類さ れないも の」 には、 固体燃料、 液体燃料、 電気を 熱源と する 乾燥設

備又は気体燃料を 使用する 乾燥設備であっ て、 その入力が 5 .8 キロ ワ ッ ト を 超える も のが該当す

る 。  

 

表７ －２  

火気設備等又は火気器具等の種別 離隔距離( 単位セン チメ ート ル)  

 入力 上方 側方 前方 後方 

乾
燥
設
備 

気
体
燃
料 

不
燃
以
外 

開放式 衣類乾燥機 5 .8 キロ ワ ッ ト 以下 1 5  4 .5  4 .5  4 .5  

不
燃 

開放式 衣類乾燥機 5 .8 キロ ワ ッ ト 以下 1 5  4 .5  - 4 .5  

上記に 分類さ れな

いも の 

内部容積が1 立方メ ー

ト ル以上のも の 
- 1 0 0  5 0  1 0 0  5 0  

内部容積が1 立方メ ー

ト ル未満のも の 
- 5 0  3 0  5 0  3 0  

 

＜設置例＞ 

図７ －１  ガス 衣類乾燥機と 「 可燃材料、 難燃材料又は準不燃材料によ る 仕上げを し た建築物の部

分等」 と の離隔距離（ セン チメ ート ル）  

平面 側面 

  

1 5 以上 
4 .5 以上 

4 .5 以上 



 

２  第１ 項について 

⑴ 第１ 号は、 乾燥物品が、 乾燥する ための熱源、 即ち蒸気管、 熱媒管、 電気によ る 発熱体、 裸火

等に接触する こ と によ り 発火する こ と を 防止する ための規定である 。し たがっ て、全く 接触する

恐れのない場所ま で特に被覆又は遮蔽する こ と は必要ない。ス チーム パイ プのよ う に比較的低温

で安全である と 考えら れている も のであっ ても 、繊維、綿等に接触する と 発火する 危険性がある

ので、 乾燥物品が熱源のパイ プに接触し ないよ う に、 金網、 鉄板等で遮蔽又は囲いを し なければ

なら ない。  

 ⑵ 第２ 号は、乾燥する 室内の温度が異常上昇する こ と によ り 、乾燥物品等室内の可燃物が発火す

る こ と を 防止する ための規定である 。  

   ｢温度が過度に上昇する おそれ｣と は、不燃性の物品を 乾燥する 乾燥設備にあっ ては、当該設備

の許容設定温度以上に上昇する おそれのある も のを 言い、ま た、可燃性物品を 乾燥する 乾燥設備

にあっ ては、 被乾燥物に応じ た設定温度以上に上昇する おそれのあ る も のを 言う 。  

   ｢非常警報装置｣は、本号の対象と なる 設備が、突発的に過度に温度が上昇する おそれのある も

のである から 、 自動式でなければなら ない。  

なお、非常警報装置は、常時、人のいる 場所で明瞭に聞こ える よ う 設置する こ と が必要である 。

自動式の非常警報装置と し ては、サーモス タ ッ ト その他温度測定装置によ り 連動する 警報装置が

ある 。  

   ｢熱源の自動停止装置｣は、 一般的には、 燃料や蒸気等の熱媒の供給停止、 又は電気を 熱源と す

る も のについては電源を 切る 等の装置である 。例えば、液体若し く は気体の燃料又は熱媒の自動

停止装置には、一定温度で溶ける 金属等を 用いてコ ッ ク を 閉じ る 方法があり 、電気を 熱源と する

場合はサーモス タ ッ ト で電路を 断つ方法がある 。  

 ⑶ 第３ 号は、 乾燥物品に着火し ないよ う 、 火粉が混入する 恐れのある 燃焼排気によ っ て、 裸火等

が直接乾燥物品に接触する こ と を 防止する ための規定である 。  

   ｢火粉を 飛散し ない構造｣と は、 排気部分に金網、 遮蔽板を 取り 付ける と か、 排気を 熱源から 直

接する のではなく 、 間接排気にする 等の構造を いう 。  

 

３  第２ 項について 

  第３ 条の炉の位置、 構造及び管理についての規定が同条第１ 項第 1 1 号及び第 1 2 号の規定を 除

いて、 乾燥設備に準用さ れる こ と を 規定し ている 。  

  なお、 蒸気乾燥も 本条の適用を 受ける が、 第３ 条第１ 項第７ 号の規定の準用に当たっ ては、 使用

上火災発生のおそれがなければ、絞り 染めの場合のよ う に、たと え木製乾燥室であっ ても 支障ない

も のと し て運用し て差し 支えない。  

4.5 以上 


